
①上位の政策名 政策目標２ 確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

②施策名 施策目標２－５ 健やかな体の育成

③主管課 （主管課）スポーツ・青少年局企画・体育課（課長：石野 利和）
及び関係課 （関係課） 学校健康教育課（課長：作花 文雄）

（課長名） 参事官（体力つくり担当 （参事官：鈴木 隆））

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

ア＝ 基本目標２－５ （基準年度：１５年度 達成年度：２２年度） 一定の成果は上がっ
想定した以上に達 児童生徒の健やかな体をはぐくむため学校体育の充実や子どもの体力 ているが、一部につ
成 の向上を図るとともに、児童生徒が健康で安全な学校生活を送られるよ いては達成できなか
イ＝ うな条件整備及び生涯にわたって健康で安全な生活を自ら営んでいくた った。
想定どおり達成 めの知識や態度の育成を行う。
ウ＝
一定の成果があが 合計点 ／ (達成率)
っているが、一部 ア＝ １９．２点以上 ／ (８０％～１００％)
については達成で イ＝ １６．８点以上 ／ (７０％～ ８０％)
きなかった ウ＝ １４．４点以上 ／ (６０％～ ７０％)
エ＝ エ＝ １２．０点以上 ／ (５０％～ ６０％)
想定どおりには達
成できなかった 合計：１６点 ／ ( 約６６．７％)

＊ 下記項目について、
ア＝ ア＝４点 イ＝３点 ウ＝２点 エ＝１点として算出
想定した以上に順 (最高点２４点)
調に進捗
イ＝ 達成目標２－５－１（基準年度：１５年度 達成年度：２２年度） 想定どおり達成
概ね順調に進捗 地域のスポーツ指導者を体育の授業や運動部活動に積極的に活用する
ウ＝ 取組を推進する。
進捗にやや遅れが
見られる 【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
エ＝ 各学校における地域のスポーツ指導者の活用人数 等
想定したとおりに ア＝５年前より 人以上増加している。1,000
は進捗していない イ＝５年前より 人未満増加している。1,000

ウ＝５年前から 人未満減少している。1,000
エ＝５年前より 人以上減少している。1,000

達成目標２－５－２（基準年度：１５年度 達成年度：２２年度） 想定どおり達成
複数の学校でチームを編成する複数校合同運動部活動など他の学校や

地域との連携等、中学校や高等学校において、運動部活動を活性化する
取り組みを推進する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
中学生の運動部活動への参加率

ア＝前年度より増加している。
イ＝現状を維持している。
ウ＝前年度より５％未満減少している。
エ＝前年度より５％以上減少している。

高校生の運動部活動への参加率
ア＝前年度より５％以上に増加している。
イ＝前年度より５％未満増加している。
ウ＝現状を維持している。
エ＝前年度より減少している。

達成目標２－５－３（基準年度：１５年度、達成年度：２２年度） 一定の成果は上がっ
子どもの体力の低下傾向に歯止めをかける。 ているが、一部につ

いては達成できなか
【達成度合い（進捗状況）の判断基準】 った。
「体力・運動能力調査」の結果

ア＝すべての項目で前年度より上昇。
イ＝前年度より減少している項目が１つもなく、一部で上昇。
ウ＝前年度より減少している項目がある。
エ＝すべての項目で減少している。

達成目標２－５－４（基準年度：１５年度 達成年度：１９年度） 想定どおり達成
学校保健を充実し、児童生徒の健康増進を図る観点から、薬物乱用防

止教育を充実するための取組を推進する。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
・公立中学校・高等学校における薬物乱用防止教室の開催率

ア＝薬物乱用防止教室の開催率が１００％の場合
イ＝薬物乱用防止教室の開催率が５０～１００％未満の場合



ウ＝薬物乱用防止教室の開催率が２０～５０％未満の場合
エ＝薬物乱用防止教室の開催率が２０％未満の場合

達成目標２－５－５（基準年度：１４年度 達成年度：１８年度） 一定の成果は上がっ
児童生徒等の安全を守るため、学校における安全確保のための取組を ているが、一部につ

推進する。 いては達成できなか
った。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
・防犯マニュアルの活用状況
・子どもの安全対応能力の向上を図るための取組の実施状況
・通学路の安全点検の実施状況

ア＝「活用している」または「実施している」が１００％の場合
イ＝「活用している」または「実施している」が５０～１００％の場合
ウ＝「活用している」または「実施している」が２０～５０％の場合
エ＝「活用している」または「実施している」が２０％未満の場合

達成目標２－５－６（基準年度：１７年度 達成年度：２１年度） 想定どおり達成
児童生徒に食に対する正しい知識や望ましい食習慣を身につけさせる

ため、小・中学校における食育を推進する体制の整備を行う。

【達成度合い（進捗状況）の判断基準】
・栄養教諭育成講習事業の受講者数

ア＝学校栄養職員数に対する受講者数の割合が８０％以上の場合
イ＝学校栄養職員数に対する受講者数の割合が５０～８０％の場合
ウ＝学校栄養職員数に対する受講者数の割合が２０～５０％の場合
エ＝学校栄養職員数に対する受講者数の割合が２０％未満の場合

⑤ 各達成目標の 達成目標２－５－１
現 達成度合い又 【平成 年度の達成度合い】17
状 は進捗状況 体育の授業や運動部活動における外部指導者の活用状況は、増加しており、想定どおりに達
の （達成年度が 成と判断。
分 到来した達成
析 目標について 達成目標２－５－２
と は総括） 【平成 年度の達成度合い】17
今 運動部活動の参加率の推移を見ると、中学生は高い参加率を維持しており、高校生も年々増
後 加傾向にあり、想定どおりに達成と判断。
の
課 達成目標２－５－３
題 【平成 年度の達成度合い】17

子どものの体力の推移は、統計学上１０年という期間で判断しないといけないが、体力・運
動能力調査の結果、前年度より減少している項目があることから、一定の成果は上がっている
が、一部については想定どおり達成できなかった。

達成目標２－５－４
【平成 年度の達成度合い】17

文部科学省では、学校における薬物乱用防止教育を推進するため、学校における薬物乱用防
止教室の開催の支援や教材の作成・配付等の取組を進めているところである。

薬物乱用防止教室の開催率は、平成１６年度と比べ、１７年度で公立中学校では１．５％、
公立高等学校では１．２％上昇しており、薬物乱用防止教育等の取組を推進するという目標は
達成できたと考えられる。

また、内閣府が実施した調査で覚せい剤に対する認識を問われ 「非常に恐ろしいものだと、
思う」と回答した１５～１９歳の者の割合が８９％であり、平成１１年の同調査から大幅に改
善していることから、薬物乱用防止教育が一定の効果をあげていると考えられる。

なお 「薬物乱用防止新５カ年戦略」の計画期間を踏まえ、基準年度を１５年度、達成年度、
を１９年度に変更した。

達成目標２－５－５
【平成 年度の達成度合い】17

文部科学省では、平成１４年度から学校の安全の充実に総合的に取り組む「子ども安心プロ
ジェクト」を実施し、そのなかで 「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」や学校におけ、
る防犯教室の開催の支援等の各種施策を推進している。判断基準とした各項目の状況は、１６
年度から１７年度にかけて改善しており、取組は一定の成果をあげていると考えられる。

しかし、通学路で子どもに危害が加えられる事件等が後を絶たない状況であり、一部につい
ては想定どおり達成できなかったとしている。そのため、引き続き、より実効性の高い安全安
全の確保のための取組が継続的に行われるよう施策を推進していく必要がある。

、「 」 、 、なお 子ども安心プロジェクト が開始された時期を踏まえて 基準年度を平成１４年度
達成年度を平成１８年度に変更した。

達成目標２－５－６
【平成 年度の達成度合い】17

文部科学省では、栄養教諭育成講習事業の実施により、学校栄養職員が円滑に栄養教諭免許
を取得できるよう支援を行った。学校栄養職員数に対する栄養教諭育成講習事業の受講者数の
割合が高いことから、目標は想定どおり達成できたと考えられる。

施策目標（基 【平成 年度の達成度合い】17
本目標）の達 ○児童生徒の健やかな体をはぐくむため、学校体育の充実や子どもの体力の向上を図る必要が



成度合い又は ある。
進捗状況

→体育の授業や運動部活動において、地域の外部指導者の活用状況が増加していること、部活
動への参加率について、中学生では高い水準を維持し、高校生でも増加傾向にあることから、
想定どおり達成できていると判断。

また、子どもの体力については、前年度より減少している項目があるため、一部成果は上が
っているものの、一部については想定どおり達成できなかったと判断。

以上より、児童生徒の健やかな体をはぐくむという目標については一定の成果は上げている
ものの、一部は達成ができていなかったと判断。

○児童生徒が健康で安全な学校生活を送られるような条件整備及び生涯にわたって健康で安全
な生活を自ら営んでいくための知識や態度の育成を行うためには、学校保健、学校安全、食育
（学校給食）のそれぞれの分野で引き続き取組みを進めていく必要がある。

→学校保健の分野については、薬物乱用防止教育を推進する取組みが図られており、薬物乱用
防止教室の開催率が前年より上昇していること、薬物乱用防止教育の教材の作成・配布が行わ
れていることから、その取組みは想定どおり達成できていると考えられる。

学校安全の確保については、各種取組の実施率が前年度より上昇しており、想定どおりに達
成できていると考えられる。

食育については、小中学校における食育の体制を整備する取組みが図られている。これにつ
いては、学校栄養職員が栄養教諭免許の取得を円滑にできるように取り組んでいる「栄養教諭
育成講習事業」の受講者数の割合が高いことから、想定通りに達成できていると考えられる。

以上より、児童生徒が健康で安全な学校生活を送られるような条件整備及び生涯にわたって
健康で安全な生活を自ら営んでいくための知識や態度の育成を行う目標については、一部成果
は上がっているものの、一部は達成ができていなかったと判断。

今後の課題 達成目標２－５－１
（達成目標等 地域のスポーツ指導者を学校において活用することについて関係者に不安があったり、理解
の追加・修正 が不十分であったりすること、地域によってはスポーツ指導者を派遣するシステムが整備され
及びその理由 ていないこと、スポーツ指導者が安心して協力できる条件が整備されていないこと等から、地
を含む） 域のスポーツ指導者の協力を十分に得ているとは言えず、引き続き調査研究を実施する必要が

ある。

達成目標２－５－２
、 、運動部活動を活性化するため 複数校合同運動部や地域スポーツクラブとの連携だけでなく

総合運動部など新しい部活動の取組も一層推進していく必要がある。

達成目標２－５－３
子どもの体力低下は昭和６０年頃より低下傾向が続く深刻な問題であるため、引き続き、学

校・家庭・地域が連携して子どもの体力の重要性に関する普及啓発、子どもの運動習慣や望ま
しい生活習慣の形成等に取り組むよう、各種方策を行っていく必要がある。特に、子ども・保
護者に対する普及啓発に関しては、これまで実施してきた取組に加えて、より直接的・体験的
な普及啓発を行う必要がある。

達成目標２－５－４
薬物乱用防止教育については、従来より、薬物乱用防止教室の開催の支援や教材の作成・配

布等の取組を行っているところであるが、少年の覚せい剤事犯の検挙人員が依然として高い水
準であり、また近年 等合成麻薬事犯の検挙人員が増加している状況等を踏まえ、薬物MDMA
乱用防止教室開催の支援の継続的な実施等、薬物乱用防止教育に関する施策を推進する必要が
ある。

達成目標２－５－５
学校安全については、平成１４年度から、学校安全の充実に総合的に取り組む「子ども安心

プロジェクト」を推進し、その一環として、学校安全ボランティアを活用した効果的な安全体
制の整備を推進する「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」や防犯教室の開催の支援等を
行っている。今後は、学校や通学路における事件等が大きな問題となっている状況を踏まえ、
引き続き地域社会全体で児童生徒等の安全を確保する体制の整備を推進するとともに、不審者

、 、情報等の子どもの安全に関する情報を関係者間で迅速に共有できるシステムの構築等 各学校
各地域における対策が効果的かつ継続的に講じられるよう、通学路を含む学校安全の確保に関
する施策を推進する必要がある。

達成目標２－５－６
学校における食育については、平成１７年度から開始された栄養教諭制度を円滑に実施する
、 、ため 学校栄養職員が栄養教諭免許状を円滑に取得できる講習を開設するための事業について

引き続き取り組んでいく必要がある。
また、平成１７年７月に施行された「食育基本法」や１８年３月に策定された「食育推進基

本計画」等を踏まえ、食育のさらなる推進を図るため、栄養教諭を活用した取組の実施や学校
給食の充実等の施策を推進する必要がある。

評価 結 果の 達成目標２－５－１
年度以降 引き続き、外部指導者の発掘・養成・活用に関する調査研究を実施していく。18

の政策への反
映方針 達成目標２－５－２

運動部への参加率を向上させるため、気軽に運動部に所属できるよう柔軟な運営ができるよ
うにする必要がある。



達成目標２－５－３
子どもの体力低下の原因には、体力に関する国民の意識の低さ、都市化・生活の利便化など

の生活環境の変化、睡眠や食生活などにおける生活習慣の乱れといった様々な要因があること
を踏まえ、これまで実施してきた子どもの体力向上に向けた各種方策を引き続き実施するとと
もに、児童生徒・保護者に対する普及啓発に関しては、より直接的・体験的な普及啓発を新た
に実施する。

達成目標２－５－４
薬物乱用防止教育については、引き続き薬物乱用防止教室の開催の支援や教職員・保護者等

、 、を対象とした薬物乱用防止の普及啓発のためのシンポジウムの開催等を行うとともに 新たに
、 、MDMA 等合成麻薬の危険性を啓発するための 中高生を対象とした地域フォーラムの開催等

薬物乱用防止教育に関する取組の一層の推進を図る。

達成目標２－５－５
学校安全については、引き続き「子ども安心プロジェクト」を実施し、防犯教室の開催の支

援や「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」において、防犯の専門家や警察官ＯＢ等の協
力の下、各学校の巡回指導等を行うスクールガード・リーダーの全国展開を図るとともに、新

、 「 」たに ＩＴを活用した 子どもの安全に関する情報の効果的な共有システムに関する調査研究
を実施することとしている。

また、各学校において適切な学校安全の取組が推進されるよう、各種会議等の場において引
き続き指導していくことにより、学校安全の確保に関する取組の一層の推進を図る。

達成目標２－５－６
学校における食育については、各都道府県の現職の学校栄養職員が栄養免許状を円滑に取得

できるようにするための講習会の開催等、従来の取組を引き続き推進するとともに、新たに、
「栄養教諭を中核とした学校・家庭・地域の連携による食育推進事業 、食育において生きた」
教材である学校給食の充実を図るための「地域に根ざした学校給食推進事業」等、食育に関す
る取組の一層の推進を図る

⑥指標 指標名 １３ １４ １５ １６ １７

学校の体育の授業や運動部活動に対する地域のスポーツ
25,282 34,430指導者の活用状況（人） － － －

（達成目標２－５－１関係） ( )H12

67 67 67 67 67中学生の運動部活動への参加率(％)
（達成目標２－５－２関係）

35 36 37 39 40高校生の運動部活動への参加率(％)
（達成目標２－５－２関係）

体力・運動能力調査の結果
（達成目標２－５－３関係） Ｓ６０

持久走（ 歳男子 （秒） 調査中13 366.40 393.56 388.65 388.07 383.68）

持久走（ 歳女子 （秒） 調査中13 267.11 288.61 294.98 287.34 283.57）

立ち幅跳び（９歳男子 （ｃｍ） 調査中） 158.53 146.85 147.11 145.49 146.24

立ち幅跳び（９歳女子 （ｃｍ） 調査中） 147.30 138.03 137.00 136.92 137.57

ソフトボール投げ（ 歳男子 （ｍ） 調査中11 33.98 29.94 30.86 30.42 30.19）

ソフトボール投げ（ 歳女子 （ｍ） 調査中11 20.52 17.26 17.49 17.19 17.15）

体力・運動能力調査の結果の低下率
（達成目標２－５－３関係） ※()は上昇率

持久走（ 歳男子 （ ） ( ) ( ) 調査中13 % 2.10 1.25 0.15 1.13） （ ）

持久走（ 歳女子 （ ） ( ) ( ) 調査中13 % 1.42 2.21 2.59 1.31） （ ）

立ち幅跳び（９歳男子 （ ） ( ) ( ) 調査中） % 1.58 0.18 1.10 0.52

立ち幅跳び（９歳女子 （ ） ( ) 調査中） % 0.91 0.75 0.06 0.47

ソフトボール投げ（ 歳男子 （ ） ( ) 調査中11 % 1.61 3.07 1.43 0.77）

ソフトボール投げ（ 歳女子 （ ） ( ) ( ) 調査中11 % 1.35 1.33 1.72 0.23）

55.7 54.0 56.7 58.0 59.5薬物乱用防止教室の開催率（公立の中学校）
（達成目標２－５－４関係 （％））

71.9 70.1 68.9 70.3 71.5薬物乱用防止教室の開催率（公立の高等学校）
（達成目標２－５－４関係 （％））



１５～１９歳の者で、覚せい剤は「非常に恐ろしいもの ( )H11
79.2 89.0だと思う」と回答した割合

（達成目標２－５－４関係 （％））

96.3 96.4防犯のマニュアルを活用している学校
（達成目標２－５－５関係 （％））

66.7 69.8子どもの安全対応能力の向上を図るための取組
（達成目標２－５－５関係 （％））

95.5 96.2通学路の安全点検の実施状況
（達成目標２－５－５関係 （％））

学校栄養職員数に対する栄養教諭育成講習事業受講数の
57.9受講者数の割合 － － － －

(達成目標２－５－６関係) (％)

参考指標 学校体育の授業を好きと答えた割合(小学生)(％)
(平成１６年度調査のみ) － － － －80.8

学校体育の授業を好きと答えた割合(中学生)(％)
(平成１６年度調査のみ) － － － －63.9

12.138国公私立学校等の学校栄養職員の数
（達成目標２－５－６関係 （人））

7,023栄養教諭育成講習事業受講者数
（達成目標２－５－６関係 （人））

⑦評価に用 ○達成目標２－５－１
いたデー 外部指導者の活用状況に関する調査（企画・体育課調べ）
タ・資料 ○達成目標２－５－２
・外部評 （財）日本中学校体育連盟による運動部活動実態調
価等の状 （財）全国高等学校体育連盟による運動部活動実態調査
況 ○指標２－５－４のデータ

・薬物乱用防止教室の開催状況(文部科学省)
・薬物乱用対策に関する世論調査(内閣府)

○指標２－５－５のデータ
・学校の安全管理の取組状況に関する調査（文部科学省）

○指標２－５－６のデータ
・栄養教諭育成講習事業受講者数（文部科学省）

⑧主な政策 政策手段の名称 年度の実績17
手段 （上位達成目標 政策手段の概要 （得られた効果、効率性、有効性等）

[ 年度予算額]）（過去に新 17
規・拡充事
業 に つ い 運動部活動地域 単独の学校の枠を超えた複数校合同 各地域において、地域の特性に応じた取組
て） 連携実践事業 による運動部活動の推進や地域スポ が推進された。

ーツクラブとの連携にに関する実践（ ）達成目標７－３－３

的な研究を行うことにより、運動部（ ）達成目標７－３－４

【 百万円】 活動の活性化を図る。66

運動部活動等に 運動部活動等における外部指導者の 運動部活動だけでなく体育の授業において
おける外部指導 発掘・養成・活用に関する具体的な も外部指導者の活用が推進された。
者の発掘・養成 方策に係る調査研究を行うことによ
・活用に関する り、都道府県教育委員会が実施する
調査研究 運動部活動等における外部指導者の

配置事業の質的向上を図る。（ ）達成目標７－３－３

（ ）達成目標７－３－４

【 】１００百万円

体力向上キャン 子どもの体力を向上させるための 子どもの体力向上に関するタウンミーティ
ペーンの展開 全国的な普及啓発事業を実施する。 ングを３ヵ所（東京、山口、福岡）におい

て開催した。キャンペーンポスターを全国（ ）達成目標２－５－２

[ 百万円] の小学生から公募し、優秀な作品について125
、 。表彰し 全国の幼稚園・小学校に配布した

パンフレットを作成し、全国の幼稚園児・
小学生の保護者に配布した。

子どもの体力向 子どもの体力の現状等を把握する ３２都府県４２地域において実践事業を行
上実践事業 とともに、地域の実情に応じて目標 っている。

を設定し、その目標を上回ることを（ ）達成目標２－５－３

[ 百万円] 目指して実践活動を行い、子どもの241
体力向上や望ましい生活習慣の形成
を図る。

スポーツ・健康 スポーツや健康に関する情報を盛 スポーツ・健康手帳、外遊びスタンプカー
手帳の作成・配 り込み、子どもたちが日常的に活用 ドを作成、全国の小学校に配布し、スポー



布 できる「スポーツ・健康手帳 、及び ツや外遊びに積極的に取り組むことを呼び」
子どもたちが自ら進んで外遊び・ス かけた。（ ）達成目標２－５－３

[ 百万円] ポーツに取り組む動機付けとなる 外126 「
遊びスタンプカード」の作成・配布
を行う。

薬物乱用防止教 薬物乱用防止教育の充実を図るた 〔得られた効果〕
室の推進 め、警察官、麻薬取締官ＯＢ等の外 多くの公立中学校・高等学校で薬物乱用

部講師に対する講習会を実施。 防止防止教室が開催され、薬物乱用の危険（ ）達成目標２－５－４

［ 百万円］ 性等についての理解が深まった。28

〔事務事業等による活動量〕
薬物乱用防止教室推進事業では、３９都

道府県教育委員会において事業が実施され
た。

「子ども安心プ 地域社会全体で学校の安全確保に 〔得られた効果〕
ロジェクト」 取り組む体制の整備や防犯教室の開 多くの地域で子どもの安全を見守るボラ

催の支援等、学校安全の充実に総合 ンティアによる巡回が行われるとともに、（ ）達成目標２－５－５

［ 百万円］ 的に取り組む「子ども安心プロジェ 各県で防犯教室が開催され、学校安全に対1,020
クト」を実施。 する取組が推進された。

〔事務事業等による活動量〕
地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

は、６１地域で実施された。
防犯教室推進事業は、６０地域で実施さ

れた。

「食育推進プラ 子どもたちが単なる知識でなく、 〔得られた効果〕
ン」 食に関する実践力を身に付けられる 食に対する関心が高まり、小中学校にお

よう 食生活学習教材の作成・配布 ける食に関する指導の取組が増加するなど（ ）達成目標２－５－６ 、 、
［ 百万円］ 食に関する指導シンポジウムの開催 一定の効果が得られた。393 、

学校を中心とした食育推進事業及び
学校における食育の推進を図るため 〔事務事業等による活動量〕
の取組を実施。 食生活学習教材の作成・配布では、全国

の該当する児童生徒全員に配布した。
、 、食に関する指導シンポジウムは 東京都

長崎県の２か所で開催し、両地域とも満
席であった。
学校を中心とした食育推進事業は、４３

都道府県７９地域で実施された。

⑨備考

⑩政策評価 ※達成目標２－５－５について、地域ぐるみの安全対策の状況を把握するための指標を設定すること
担当部局 を検討すべき。
の所見





児童生徒の健やかな心と体
をはぐくみ、生涯にわたって
スポーツに親しむ資質能力
を育てるため、学校の体育
の授業の充実を図る。

施策目標２－５ 健やかな体の育成
平成１７年度の実績評価の結果の概要
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複数の学校でチームを編成する複数校合同運動部活動な

ど他の学校や地域との連携等、中学校や高等学校において、
運動部活動を活性化する取組を推進する。

＜達成目標２－５－２＞

地域のスポーツ指導者を体育の授業や運動部活動に積極的
に活用する取組を推進する。

＜達成目標２－５－１＞運動部活動等における外部指
導者の発掘・養成・活用に関す
る調査研究

１００百万円

運動部活動地域連携実践事業
６６百万円

各学校の安全対策の支援のみ
ならず、今後は、地域社会全体
で児童生徒の安全を確保する体
制の整備を推進するとともに、通
学路を含む学校安全の確保に

関する施策を行う。

全中学・高校における薬物乱用防止教育の実施割合を改善する。
＜達成目標２－５－４＞

＜達成目標２－５－６＞

＜達成目標２－５－５＞

薬物乱用防止教育の推進
２８百万円

子ども安心プロジェクト
１０２０百万円

食育推進プラン
３９３百万円

体力向上キャンペーンの展開
１２５百万円

子どもの体力向上実践事業
２４１百万円

スポーツ健康手帳の作成配布
１２６百万円

＜達成目標２－５－３＞
子どもの体力低下傾向に歯止めをかける。

子どもの体力の向上を図るこ
とにより、子どもの健やかな体
をはぐくみ、運動に親しむ資質
能力の育成を図る。

→平成１７年度の地域スポーツ指導者の活用人数は、３４，４
３０人であり、想定どおりに達成した。

→平成１７年度の中学生の運動部参加率は、６７％、高校生
の運動部参加率は４０％であり、想定どおりに達成した。

→体力・運動能力調査の結果、前年度から減少している項目
があるため、一定の成果は上がっているが、一部については
達成できなかった。

少年の覚せい剤事犯の検挙人
員が依然として高い水準にある
こと、ＭＤＭＡ等合成麻薬事犯の
検挙人員の増加が見られること
から、今後も一層の取組が必要。

→薬物乱用防止教室の開催率が、前年度比で中学校１.５％、
公立高校で１．２％上昇しており、想定どおり達成と判断。

児童生徒の安全を守るため、学校における安全確保のための
取組を推進する。→防犯マニュアルの活用状況、子どもの安全
対応能力の向上を図るための取組状況、通学路の安全点検の
実施状況について、１６年度から１７年度にかけて改善されてい
ることから、学校安全の確保については、想定どおり達成できて
いるが、通学路で子どもに危害が加えられる事件が後を絶たな
い状況にあり、一定の成果は上がっているが、一部については
想定どおり達成できなかったと判断。

講習会を引き続き推進するとと
もに、食育のさらなる推進を図
るため、栄養教諭を活用した取
組の実施や学校給食の充実等

の施策を推進する。

児童生徒に食に対する知識や望ましい食習慣を身につけさせる
ため、小・中学校における食育を推進する体制の整備を行う。
→学校栄養職員が栄養教諭免許を取得できるよう、栄養教諭
育成講習事業を実施。学校栄養職員の受講者数の割合が５７．
９％あることから、想定どおり達成と判断。


